12月20日　　　　第10回  27（８）-28章（８）
　　　　　　第27章１－２渡辺　３－４長屋　５－６板持
　　　　　　第28章１－３小林４－５田村　６－８高島
第27章から28章　他州判決（外国判決）の承認執行
第27章  外国判決の承認執行
１legal terms
　res judicata, collateral estoppel
  claim preclusion, issur preclusion  
２cases
　Hilton v. Guyot, 159 U.S. 113 (1895)
　Matusevitch v. Ivanovich, 877 F.Supp. 1 (D.D.C. 1995)
３　第27章の要点
１）他州判決（外国判決）の承認のためには、前提条件として、確定判決が存在しなければならない。過った判決という抗弁は成立しない。確定判決の一事不再理の効果は、fairness, justice, economyで正当化されている。
２）ただし、res judicata(things that have been decided)の意義には曖昧さが伴うので、新しい用語が使われている。ただし、実際には両方が混然と利用されている。
　　　res judicata (broad) → finality or preclusion （既判力？　確定判決の排除効）
      res judicata (narrow)→claim preclusion      （既判力）
      collateral estoppel  →　issure preclusion      （争点効）
３）既判力の要件は、本案に関する有効な確定判決があること。ただし、ここでの確定判決とは、判決の執行が可能になることをいうので、1審判決が執行を認められればそれも確定判決と同視される。
４）確定判決の当事者に対し、既判力が及ぶが、in rem actions（対物訴訟）ではあらゆる人に既判力が及ぶとされる。
５）外国判決の承認に関する先例はHilton v. Guyot, 159 U.S. 113 (1895)であり、連邦最高裁は、外国判決を単なる一応の証拠としていたことを改め、適正な判決である限り承認されるとした。例外は、詐欺によって得られた判決、法廷地の公序に反する判決、そして相互主義が成立しない場合であり、この事件ではフランスとの間で相互主義がないとして承認しなかった。ただし、相互主義以外の点では承認を認め、それがUniform Foreign Country Money Judgment Recognition Act(UFCMJRA)の基になった。ただし、金銭判決が対象であり、刑事判決や課税判決、差止命令などは対象とならない。相互主義には批判が多く、牴触法の学者にも頗る評判が悪い。
４　練習問題
　　　　　　第27章１－２渡辺　３－４長屋　５－６板持
①NancyはBethを乗せて青いロードスターを運転していたところ、一時停止の際に前を行くNedの運転する赤いコンバーティブルとぶつかった。NancyはNedが車をバックさせて止まっている自分たちの車にぶつかったと主張し、NedはNancyがぶつけたと主張した。NancyはNedにフロント・バンパーの損害賠償を訴えたが、陪審は被告を勝たせた。これに不服なNancyはもう一度同じ訴えを起こした。Nedはres judicataを根拠にこの訴えを排除できると主張する。
　まさに既判力の典型的なケース
②同じ事案だが、最初の訴訟の後Nancyは衝突の後遺症で徐々に悪くなるpendadigitatisになっているのに気付き、身体への損害賠償訴訟を始めた。Nedは略式判決を求めた。
　既判力が及ぶ同一の訴訟とされるのが原則だが、後に発症したようなケースで例外を認める州がある。
③C国で、子馬の回復請求訴訟。訴状送達の要件を満たさないとして棄却（却下）。ニュー･ヨークで再度提訴。これは既判力によって妨げられない。本案判決でないから。
④国際的スター、ラドンナが多数の国でマンションを保有。L国でマネージャーから訴えられて敗訴。しかし、まだ残額があり、EV州で残額についての判決の承認執行が求められた。
　既判力を認めるための要件がすべて満たされているので承認執行がなされる。L国の手続きがEV州と異なることは抗弁とならない。
⑤ED州で生まれ、George Bushと名付けられた女の子。成長し、後に休日でB国へ。そこで、読めない外国語の訴状の送達を受ける。相手は、元大統領としてのGeorge Bush。彼女は訴状を無視。欠席判決が出され、ED州の連邦地裁に承認執行が求められる。
　承認執行を妨げる要素はない。ただし、本件では例外を認める余地あり。
⑥スポックの休日。その間に訴訟が提起され確定。ただし、送達は、ブログによる公示でスポックはまったく知らなかった。アメリカの州での承認執行が求められた。
　訴訟の合理的な通知があり、反論する機会があることが既判力の最低の要件。したがって、これに対する抗弁が提起できて効力は認められない。
第28章　他州判決の承認執行
　　　　　　第28章１－３小林４－５田村　６－８高島
１　legal terms
　declaratory judgment, injunction
２　cases
   Hampton v. McConnell, 16 U.S. (3 Wheat.) 234 (1818)
   Baker v. General Motors, 522 U.S. 222 (1998)
　 University of Tennessee v. Elliott, 478 U.S. 788 (1986)
   Kalb v. Feuerstein, 308 U.S. 433 (1940)
   Roche v. McDonald, 275 U.S. 449 (1928)
３ 第28章の要点
１）他州判決の承認執行が原則であることは、憲法の十分な信頼と信用条項に基づきすでに1818年に連邦最高裁のマーシャル首席裁判官が明示したところである。さらに1790年法にも明記されている。外国判決の場合、当事者は訴訟を提起し、略式裁判で承認執行が認められるのに対し、他州判決については、判決登録制度があり，それで承認執行が行われる。その対象は、金銭賠償判決と宣言判決である。差止命令については外国判決だと不可だが、Baker v. General Motors, 522 U.S. 222 (1998)で他州判決については，原則は認められるが、一定の利益衡量で認められないことがあることになった。行政手続きには十分な信頼と信用は及ばない。
２）他州判決には、本案に関する有効な確定判決であることが求められる。裁判管轄権を欠く判決は有効といえず、外国判決についてはそれが徹底されているが、他州判決については、当事者がそこで出廷して争ったうえで敗訴が確定してしまえば、十分な信頼と信用が与えられる。ただし、破産事件では例外が認められており、それを認めたKalb v. Feuerstein, 308 U.S. 433 (1940)は、牴触法学者の間で批判されている。
３）詐欺によってえられた場合は別とか、公序に反する場合の例外は、きわめて狭い。なお他州判決が2つある場合には、最新の他州判決に対して、十分な信頼と信用が与えられる。また、他州判決についても、一定の期限（時効）が認められる。
４　練習問題
　　　　　　第28章１－３小林４－５田村　６－８高島
①ハワイでの敗訴判決をニュー･ジャージー州で承認執行。ハワイでの人的裁判管轄権が否定できるなら大丈夫。
②空港でスーツケースを落としてけがをさせたとして訴えられていることが判明。アリは、トランジットで停まった空港は日本でハワイでなかったというが、どうか？
　実際にハワイであれば、人的裁判管轄権があるので、そこでの敗訴判決は承認執行される。
③同じ事実で、アリが、裁判所からの文書に応じていたことが判明。その際に、留保付きと明記していないと、すでに一定の異議申立をしており、それによって人的裁判管轄権が生じている可能性あり。
④治安判事裁判所に500万ドルの請求。あまりのことなので無視。確定判決。これも確定判決として、承認執行される。
⑤ED州では売春を合法化。WD州では犯罪。WD州民がED州に行き売春契約を結ぶ。契約違反でED州で判決を得て、WD州で執行を求める。
　これも公序の例外がないので認められる。
⑥Hans CulotteはV州のSavage Grinding Wheels Co.で働いていたがMでの仕事中に怪我。CはM州の労働保険に加入しており、その保険では耳の一部の切断と、聴覚喪失による部分的な永久的就業困難に対して5000ドルが支払われた。自分は永久的障害者であるという彼の主張は退け、州裁判所でもこれらの判断が維持された。
　CはそこでV州において二回目の労災補償を求めた。彼は自身の怪我のせいで脳にも障害が残ったという医学証拠を提示しようとした。しかし、雇用者はMの請求を退けるように申立をした。M州での判断に十分な信頼と信用を与えるべきだというのである。
　裁判所での上訴を経ているので、十分な信頼と信用が与えられる。
⑦RocheはMcDonaldに対してW州で勝訴した。数年後、判決の強制力が期間満了で失効した。さらに、W法ものとではもはや判決の効果をもう一度回復させることは出来ない。O州ではまだ判決の強制力の有効期間が満了していなかったのでRocheはOでWの判決の承認執行を求めた。
　判決の時効については、法廷地州のルールに従うことができるので、オレゴンで訴えが認められる。Roche v. McDonald, 275 U.S. 449 (1928)をベースにした事案。
⑧同じ事実。OはWの判決に基づいて新しい判決を正式に認めた。この判決に基づいて再度、W州での承認執行が求められるか？　イエス。
